
議案第１９号 

職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

次のとおり職員の給与に関する条例等の一部を改正することについて、地方自治法（昭和22年法律第67号）第96条第１項の規定により、

本議会の議決を求める。 

令和２年11月26日提出 

鳥取県知事  平  井  伸  治   

 

職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

 

（職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 職員の給与に関する条例（昭和26年鳥取県条例第３号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改       正       後 改       正       前 

  



（勤勉手当） 

第16条の７ 略 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権者が人事委員会の

定める基準に従って定める割合を乗じて得た額とする。この場合

において、任命権者が支給する勤勉手当の額のその者に所属する

次の各号に掲げる職員の区分ごとの総額は、それぞれ当該各号に

定める額を超えてはならない。 

(１) 前項の職員のうち再任用職員以外の職員 当該職員の勤勉

手当基礎額に当該職員がそれぞれその基準日現在（退職し、又

は死亡した職員にあっては、退職し、又は死亡した日現在。次

項において同じ。）において受けるべき扶養手当の月額及びこ

れに対する地域手当の月額の合計額を加算した額に100分の76

（特定幹部職員にあっては、100分の96）を乗じて得た額の総

額 

(２) 前項の職員のうち再任用職員 当該再任用職員の勤勉手当

基礎額に、100分の37（特定幹部職員にあっては、100分の47）

（勤勉手当） 

第16条の７ 略 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権者が人事委員会の

定める基準に従って定める割合を乗じて得た額とする。この場合

において、任命権者が支給する勤勉手当の額のその者に所属する

次の各号に掲げる職員の区分ごとの総額は、それぞれ当該各号に

定める額を超えてはならない。 

(１) 前項の職員のうち再任用職員以外の職員 当該職員の勤勉

手当基礎額に当該職員がそれぞれその基準日現在（退職し、又

は死亡した職員にあっては、退職し、又は死亡した日現在。次

項において同じ。）において受けるべき扶養手当の月額及びこ

れに対する地域手当の月額の合計額を加算した額に100分の81

（特定幹部職員にあっては、100分の101）を乗じて得た額の総

額 

(２) 前項の職員のうち再任用職員 当該再任用職員の勤勉手当

基礎額に、100分の42（特定幹部職員にあっては、100分の52）



を乗じて得た額の総額 

３～５ 略 

 

（給与からの控除） 

第16条の13 職員及び会計年度任用職員の給与の支給に際しては、

その給与から次に掲げるものの額に相当する額を控除することが

できる。 

(１)～(８) 略 

を乗じて得た額の総額 

３～５ 略 

 

（給与からの控除） 

第16条の13 職員の給与の支給に際しては、その給与から次に掲げ

るものの額に相当する額を控除することができる。 

 

(１)～(８) 略 

  

第２条 職員の給与に関する条例の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改       正       後 改       正       前 

  

（勤勉手当） 

第16条の７ 略 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権者が人事委員会の

（勤勉手当） 

第16条の７ 略 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権者が人事委員会の



定める基準に従って定める割合を乗じて得た額とする。この場合

において、任命権者が支給する勤勉手当の額のその者に所属する

次の各号に掲げる職員の区分ごとの総額は、それぞれ当該各号に

定める額を超えてはならない。 

(１) 前項の職員のうち再任用職員以外の職員 当該職員の勤勉

手当基礎額に当該職員がそれぞれその基準日現在（退職し、

又は死亡した職員にあっては、退職し、又は死亡した日現

在。次項において同じ。）において受けるべき扶養手当の月額

及びこれに対する地域手当の月額の合計額を加算した額に100

分の78.5（特定幹部職員にあっては、100分の98.5）を乗じて

得た額の総額 

(２) 前項の職員のうち再任用職員 当該再任用職員の勤勉手当

基礎額に、100分の39.5（特定幹部職員にあっては、100分の

49.5）を乗じて得た額の総額 

３～５ 略 

定める基準に従って定める割合を乗じて得た額とする。この場合

において、任命権者が支給する勤勉手当の額のその者に所属する

次の各号に掲げる職員の区分ごとの総額は、それぞれ当該各号に

定める額を超えてはならない。 

(１) 前項の職員のうち再任用職員以外の職員 当該職員の勤勉

手当基礎額に当該職員がそれぞれその基準日現在（退職し、

又は死亡した職員にあっては、退職し、又は死亡した日現

在。次項において同じ。）において受けるべき扶養手当の月額

及びこれに対する地域手当の月額の合計額を加算した額に100

分の76（特定幹部職員にあっては、100分の96）を乗じて得た

額の総額 

(２) 前項の職員のうち再任用職員 当該再任用職員の勤勉手当

基礎額に、100分の37（特定幹部職員にあっては、100分の

47）を乗じて得た額の総額 

３～５ 略 

  



（任期付研究員の採用等に関する条例の一部改正） 

第３条 任期付研究員の採用等に関する条例（平成13年鳥取県条例第４号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改       正       後 改       正       前 

  

（給与条例の適用除外等） 

第７条 略 

２ 略 

３ 第１号任期付研究員及び第２号任期付研究員に対する給与条例

第３条の２、第16条の３第１項及び第16条の４第２項の規定の適

用については、給与条例第３条の２中「この条例」とあるのは

「この条例及び任期付研究員の採用等に関する条例（平成13年鳥

取県条例第４号。以下「任期付研究員条例」という。）第６条の

規定」と、給与条例第16条の３第１項中「第７条の２第１項の規

定に基づく人事委員会規則で指定する職を占める職員のうち管理

又は監督の複雑、困難及び責任の度が高い職員として人事委員会

（給与条例の適用除外等） 

第７条 略 

２ 略 

３ 第１号任期付研究員及び第２号任期付研究員に対する給与条例

第３条の２、第16条の３第１項及び第16条の４第２項の規定の適

用については、給与条例第３条の２中「この条例」とあるのは

「この条例及び任期付研究員の採用等に関する条例（平成13年鳥

取県条例第４号。以下「任期付研究員条例」という。）第６条の

規定」と、給与条例第16条の３第１項中「第７条の２第１項の規

定に基づく人事委員会規則で指定する職を占める職員のうち管理

又は監督の複雑、困難及び責任の度が高い職員として人事委員会



規則で定める職員（次項において「管理監督職員」という。）」と

あるのは「任期付研究員条例第６条第１項に規定する第１号任期

付研究員」と、給与条例第16条の４第２項中「100分の121.5」と

あるのは「100分の147.5」とする。 

規則で定める職員（次項において「管理監督職員」という。）」と

あるのは「任期付研究員条例第６条第１項に規定する第１号任期

付研究員」と、給与条例第16条の４第２項中「100分の121.5」と

あるのは「100分の152.5」とする。 

  

第４条 任期付研究員の採用等に関する条例の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改       正       後 改       正       前 

  

（給与条例の適用除外等） 

第７条 略 

２ 略 

３ 第１号任期付研究員及び第２号任期付研究員に対する給与条例

第３条の２、第16条の３第１項及び第16条の４第２項の規定の適

用については、給与条例第３条の２中「この条例」とあるのは

「この条例及び任期付研究員の採用等に関する条例（平成13年鳥

（給与条例の適用除外等） 

第７条 略 

２ 略 

３ 第１号任期付研究員及び第２号任期付研究員に対する給与条例

第３条の２、第16条の３第１項及び第16条の４第２項の規定の適

用については、給与条例第３条の２中「この条例」とあるのは

「この条例及び任期付研究員の採用等に関する条例（平成13年鳥



取県条例第４号。以下「任期付研究員条例」という。）第６条の

規定」と、給与条例第16条の３第１項中「第７条の２第１項の規

定に基づく人事委員会規則で指定する職を占める職員のうち管理

又は監督の複雑、困難及び責任の度が高い職員として人事委員会

規則で定める職員（次項において「管理監督職員」という。）」と

あるのは「任期付研究員条例第６条第１項に規定する第１号任期

付研究員」と、給与条例第16条の４第２項中「100分の121.5」と

あるのは「100分の150」とする。 

取県条例第４号。以下「任期付研究員条例」という。）第６条の

規定」と、給与条例第16条の３第１項中「第７条の２第１項の規

定に基づく人事委員会規則で指定する職を占める職員のうち管理

又は監督の複雑、困難及び責任の度が高い職員として人事委員会

規則で定める職員（次項において「管理監督職員」という。）」と

あるのは「任期付研究員条例第６条第１項に規定する第１号任期

付研究員」と、給与条例第16条の４第２項中「100分の121.5」と

あるのは「100分の147.5」とする。 

  

（任期付職員の採用等に関する条例の一部改正） 

第５条 任期付職員の採用等に関する条例（平成14年鳥取県条例第67号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改       正       後 改       正       前 

  

（給与条例の適用除外等） 

第８条 略 

（給与条例の適用除外等） 

第８条 略 



２ 特定任期付職員に対する給与条例第３条の２、第16条の３第１

項及び第16条の４第２項の規定の適用については、給与条例第３

条の２中「この条例」とあるのは「この条例及び任期付職員の採

用等に関する条例（平成14年鳥取県条例第67号。以下「任期付職

員条例」という。）第７条の規定」と、給与条例第16条の３第１

項中「第７条の２第１項の規定に基づく人事委員会規則で指定す

る職を占める職員のうち管理又は監督の複雑、困難及び責任の度

が高い職員として人事委員会規則で定める職員（次項において

「管理監督職員」という。）」とあるのは「任期付職員条例第７条

第１項に規定する特定任期付職員」と、給与条例第16条の４第２

項中「100分の121.5」とあるのは「100分の147.5」とする。 

２ 特定任期付職員に対する給与条例第３条の２、第16条の３第１

項及び第16条の４第２項の規定の適用については、給与条例第３

条の２中「この条例」とあるのは「この条例及び任期付職員の採

用等に関する条例（平成14年鳥取県条例第67号。以下「任期付職

員条例」という。）第７条の規定」と、給与条例第16条の３第１

項中「第７条の２第１項の規定に基づく人事委員会規則で指定す

る職を占める職員のうち管理又は監督の複雑、困難及び責任の度

が高い職員として人事委員会規則で定める職員（次項において

「管理監督職員」という。）」とあるのは「任期付職員条例第７条

第１項に規定する特定任期付職員」と、給与条例第16条の４第２

項中「100分の121.5」とあるのは「100分の152.5」とする。 

  

第６条 任期付職員の採用等に関する条例の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改       正       後 改       正       前 

  



（給与条例の適用除外等） 

第８条 略 

２ 特定任期付職員に対する給与条例第３条の２、第16条の３第１

項及び第16条の４第２項の規定の適用については、給与条例第３

条の２中「この条例」とあるのは「この条例及び任期付職員の採

用等に関する条例（平成14年鳥取県条例第67号。以下「任期付職

員条例」という。）第７条の規定」と、給与条例第16条の３第１

項中「第７条の２第１項の規定に基づく人事委員会規則で指定す

る職を占める職員のうち管理又は監督の複雑、困難及び責任の度

が高い職員として人事委員会規則で定める職員（次項において

「管理監督職員」という。）」とあるのは「任期付職員条例第７条

第１項に規定する特定任期付職員」と、給与条例第16条の４第２

項中「100分の121.5」とあるのは「100分の150」とする。 

（給与条例の適用除外等） 

第８条 略 

２ 特定任期付職員に対する給与条例第３条の２、第16条の３第１

項及び第16条の４第２項の規定の適用については、給与条例第３

条の２中「この条例」とあるのは「この条例及び任期付職員の採

用等に関する条例（平成14年鳥取県条例第67号。以下「任期付職

員条例」という。）第７条の規定」と、給与条例第16条の３第１

項中「第７条の２第１項の規定に基づく人事委員会規則で指定す

る職を占める職員のうち管理又は監督の複雑、困難及び責任の度

が高い職員として人事委員会規則で定める職員（次項において

「管理監督職員」という。）」とあるのは「任期付職員条例第７条

第１項に規定する特定任期付職員」と、給与条例第16条の４第２

項中「100分の121.5」とあるのは「100分の147.5」とする。 

  

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条、第４条及び第６条の規定は、令和３年４月１日から施行する。 


